
民間給与関係

平成 年職種別民間給与実態調査の概要

今回の報告の基礎となった職種別民間給与実態調査の概要は，次のとおりである。

調査の目的と時期

この調査は，職員給与を検討するため，平成 年 月現在における民間給与の実態を調査したものである。

調査機関

本委員会，岡山市人事委員会及び人事院等

調査の範囲

ア 調査対象事業所

企業規模 人以上で，かつ，事業所規模 人以上の県内の民間事業所のうち， 漁業 ， 鉱業，採石業，

砂利採取業 ， 建設業 ， 製造業 ， 電気・ガス・熱供給・水道業 ， 情報通信業 ， 運輸業，郵便業 ，

卸売業，小売業 ， 金融業，保険業 ， 不動産業，物品賃貸業 ， 教育，学習支援業 ， 医療，福祉

及び サービス業（学術・開発研究機関，広告業，その他の生活関連サービス業及び政治・経済・文化団

体） に分類された 事業所

イ 調査対象職種

職種（行政職相当職種 職種，その他の職種 職種）

調査対象の抽出

ア 事業所の抽出

上記 のアに記載した事業所を組織，規模，産業により， 層に層化し，これらの層から 事業所を

無作為に抽出し実地調査を行った。なお，臨時の従業員及び役員はすべて除外した。

調査の完結した事業所は，第 表のとおりである。

イ 従業員の抽出

初任給関係以外の調査職種については，これに該当する従業員が多数にのぼるときは，抽出した従業員

について調査を行った。

集 計

ア 調査実人員

人（うち初任給関係 人）であるが，調査職種該当者（母集団）の推定数は， 人である。

イ 総計及び平均の算出に際しては，母集団に復元して行った。



第 表 産業別，企業規模別の調査事業所数

第 表 職種別，学歴別，企業規模別の初任給

企業規模
産 業

規 模 計 人以上
人以上
人未満

人未満

産 業 計

鉱業，採石業，砂利採取業
建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業，運輸業，郵便業

卸 売 業， 小 売 業

金 融 業， 保 険 業
不 動 産 業， 物 品 賃 貸 業

教育 学習支援業 医療 福祉
サ ー ビ ス 業

企業規模

学 歴
職 種

規 模 計 人以上
人以上
人未満

人未満

新 卒 事 務 員

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

新 卒 技 術 者

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

新 卒 事 務 員
及 び

新 卒 技 術 者

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

事業所 事業所 事業所 事業所

円 円 円 円

注 金額は，きまって支給する給与から時間外手当，家族手当，通勤手当等特定の者のみに支給される給
与を除いた額である。

注 上記調査事業所のほか，実地調査に際し，規模等が調査の対象外であることが判明した事業所及び
調査不能の事業所が あった。



第 表 企業規模別，職種別，学歴別の給与額等

その 給与比較の対象職種

企業規模計

職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

支 店 長 構成員 人以上の
支店（社）の長
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

工 場 長 構成員 人以上の
工場の長
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 部 長 課以上又は構成
員 人以上の部の
長
職能資格等が上記
部の長と同等と認
められる部の長及
び部長級専門職
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 部 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

注 時間外手当等 とは，超過勤務手当，休日手当，夜勤手当，宿日直手当等勤務実績に対して支払
われる手当をいう。以下本表において同じ。
調査実人員が 人の場合は，個人情報保護の観点から，平均年齢及び平成 年 月分平均支給額の

欄を（ ）としている。以下本表において同じ。



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

事 務 部 次 長 前記部長に事故等
のあるときの職務
代行者
職能資格等が上記
部の次長と同等と
認められる部の次
長及び部次長級専
門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 部 次 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 課 長 係以上又は構成
員 人以上の課の
長
職能資格等が上記
課の長と同等と認
められる課の長及
び課長級専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 課 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 課 長 代 理
前記課長に事故等
のあるときの職務
代行者
課長に直属し部下
に係長等の役職者
を有する者
課長に直属し部下
人以上を有する
者
職能資格等が上記
課長代理と同等と
認められる課長代
理及び課長代理級
専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

技 術 課 長 代 理 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 係 長 課長又は課長代理
等に直属し直属の
部下を有する者
職能資格等が上記
係長と同等と認め
られる係長及び係
長級専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 係 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 主 任

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 主 任

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

事 務 係 員

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 係 員

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



規模 人以上

職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

支 店 長 構成員 人以上の
支店（社）の長
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

工 場 長 構成員 人以上の
工場の長
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 部 長
課以上又は構成
員 人以上の部の
長
職能資格等が上記
部の長と同等と認
められる部の長及
び部長級専門職
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 部 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 部 次 長 前記部長に事故等
のあるときの職務
代行者
職能資格等が上記
部の次長と同等と
認められる部の次
長及び部次長級専
門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

技 術 部 次 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 課 長 係以上又は構成
員 人以上の課の
長
職能資格等が上記
課の長と同等と認
められる課の長及
び課長級専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 課 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 課 長 代 理
前記課長に事故等
のあるときの職務
代行者
課長に直属し部下
に係長等の役職者
を有する者
課長に直属し部下
人以上を有する
者
職能資格等が上記
課長代理と同等と
認められる課長代
理及び課長代理級
専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 課 長 代 理 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

事 務 係 長 課長又は課長代理
等に直属し直属の
部下を有する者
職能資格等が上記
係長と同等と認め
られる係長及び係
長級専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 係 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 主 任

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 主 任

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 係 員

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事
務
・
技
術
関
係
職
種

技 術 係 員

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



規模 人以上 人未満

職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

支 店 長 構成員 人以上の
支店（社）の長
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

工 場 長 構成員 人以上の
工場の長
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 部 長
課以上又は構成
員 人以上の部の
長
職能資格等が上記
部の長と同等と認
められる部の長及
び部長級専門職
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 部 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 部 次 長 前記部長に事故等
のあるときの職務
代行者
職能資格等が上記
部の次長と同等と
認められる部の次
長及び部次長級専
門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

技 術 部 次 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 課 長 係以上又は構成
員 人以上の課の
長
職能資格等が上記
課の長と同等と認
められる課の長及
び課長級専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 課 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 課 長 代 理
前記課長に事故等
のあるときの職務
代行者
課長に直属し部下
に係長等の役職者
を有する者
課長に直属し部下
人以上を有する
者
職能資格等が上記
課長代理と同等と
認められる課長代
理及び課長代理級
専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 課 長 代 理 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

事 務 係 長 課長又は課長代理
等に直属し直属の
部下を有する者
職能資格等が上記
係長と同等と認め
られる係長及び係
長級専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 係 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 主 任

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 主 任

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 係 員

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事
務
・
技
術
関
係
職
種

技 術 係 員

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



規模 人未満

職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

支 店 長 構成員 人以上の
支店（社）の長
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

工 場 長 構成員 人以上の
工場の長
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 部 長
課以上又は構成
員 人以上の部の
長
職能資格等が上記
部の長と同等と認
められる部の長及
び部長級専門職
（取締役兼任者を
除く。）

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 部 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 部 次 長 前記部長に事故等
のあるときの職務
代行者
職能資格等が上記
部の次長と同等と
認められる部の次
長及び部次長級専
門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

技 術 部 次 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 課 長 係以上又は構成
員 人以上の課の
長
職能資格等が上記
課の長と同等と認
められる課の長及
び課長級専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 課 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 課 長 代 理
前記課長に事故等
のあるときの職務
代行者
課長に直属し部下
に係長等の役職者
を有する者
課長に直属し部下
人以上を有する
者
職能資格等が上記
課長代理と同等と
認められる課長代
理及び課長代理級
専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 課 長 代 理 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

事 務 係 長 課長又は課長代理
等に直属し直属の
部下を有する者
職能資格等が上記
係長と同等と認め
られる係長及び係
長級専門職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 係 長 同 上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 主 任

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 主 任

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 係 員

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

事
務
・
技
術
関
係
職
種

技 術 係 員

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒



その 給与比較の対象外職種

規 模 計

職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

技
能

労
務
関
係
職
種

電 話 交 換 手
見習，外国語の電
話交換手を除く。

自 家 用 乗 用
自 動 車 運 転 手

守 衛

用 務 員

教

育

関

係

職

種

大 学 学 長
副 学 長・ 学 部 長

大 学 教 授

大 学 准 教 授

大 学 講 師

大 学 助 教

大 学 助 手

高 等 学 校 校 長

高 等 学 校 教 頭

高 等 学 校 主 幹 教 諭

高 等 学 校 指 導 教 諭

高 等 学 校 教 諭

研

究

関

係

職

種

研 究 所 長
構成員 人以上の
所の長（取締役兼
任者を除く。）

研 究 部 （課） 長
室（係）以上又
は構成員 人以上
の部（課）の長

研 究 室 （係） 長 構成員 人以上の
室（係）の長

主 任 研 究 員
下記研究員より上
位の者（研究所長
の職名を有する
者，上記研究部
（課）長及び研究
室（係）長を除く。）

研 究 員

研 究 補 助 員

医
療
関
係
職
種

病 院 長
部下に医師又は歯
科医師 人以上

副 院 長
上記院長に事故等
のあるときの職務
代行者

医 科 長 部下に医師又は歯
科医師 人以上



職 種 名
調 査

実人員

平 均

年 齢

平成 年 月分平均支給額

備 考き ま っ て
支 給 す る
給 与

（ ）うち時間外
手当等

人 歳 円 円 円

医

療

関

係

職

種

医 師

歯 科 医 師

薬 局 長
部下に薬剤師 人
以上

薬 剤 師

診 療 放 射 線 技 師

臨 床 検 査 技 師

栄 養 士

理 学 療 法 士

作 業 療 法 士

総 看 護 師 長
部下に看護師長
人以上

看 護 師 長
部下に看護師又は
准看護師 人以上

看 護 師

准 看 護 師



第 表 民間における初任給の改定状況
（単位 ％）

項 目

学歴 企業規模

採 用 あ り 採 用 な し
初任給の改定状況

増 額 据 置 き 減 額

岡

山

県

大

学

卒

規 模 計 （ ） （ ） （ ）

人以上 （ ） （ ） （ ）

人以上
人未満

（ ） （ ） （ ）

人未満 （ ） （ ） （ ）

高

校

卒

規 模 計 （ ） （ ） （ ）

人以上 （ ） （ ） （ ）

人以上
人未満

（ ） （ ） （ ）

人未満 （ ） （ ） （ ）

全

国

大

学

卒

規 模 計 （ ） （ ） （ ）

人以上 （ ） （ ） （ ）

人以上
人未満

（ ） （ ） （ ）

人未満 （ ） （ ） （ ）

高

校

卒

規 模 計 （ ） （ ） （ ）

人以上 （ ） （ ） （ ）

人以上
人未満

（ ） （ ） （ ）

人未満 （ ） （ ） （ ）

第 表 民間における給与改定の状況
（単位 ％）

項 目
役職段階

ベースアップ
実 施

ベースアップ
中 止

ベースダウン
ベース改定の
慣 行 な し

岡
山
県

係 員

課 長 級

全

国

係 員

課 長 級

注 事務員と技術者のみを対象としたものである。
（ ）内は，採用がある事業所を とした割合である。



第 表 民間における昇給制度の状況
（単位 ％）

項 目

役職
段階 企業規模

昇給制度あり 昇給制度なし
自 動 昇 給 査 定 昇 給 昇 格 昇 給

岡

山

県

係

員

規 模 計

人以上

人以上
人未満

人未満

課

長

級

規 模 計

人以上

人以上
人未満

人未満

全

国

係

員

規 模 計

人以上

人以上
人未満

人未満

課

長

級

規 模 計

人以上

人以上
人未満

人未満

第 表 民間における定期昇給の実施状況
（単位 ％）

項 目

役職段階

定期昇給
制度あり

定期昇給
制度なし

定期昇給
実 施

定期昇給
停 止増 額 減 額 変化なし

岡
山
県

係 員

課 長 級

全

国

係 員

課 長 級

注 昇給制度の内容は，複数回答である。

注 ベースアップと定期昇給を分離することができない事業所を除いて集計した。



第 表 民間における雇用調整の実施状況
（単位 ％）

項 目
実 施 事 業 所 割 合

岡 山 県 全 国

採 用 の 停 止 ・ 抑 制

転 籍 出 向

希 望 退 職 者 の 募 集

正 社 員 の 解 雇

部 門 の 整 理 閉 鎖 ・ 部 門 間 の 配 転

業務の外部委託・一部職種の非正規社員への転換

非 正 規 社 員 の 契 約 更 新 の 中 止・ 解 雇

残 業 の 規 制

一 時 帰 休 ・ 休 業

ワ ー ク シ ェ ア リ ン グ

賃 金 カ ッ ト

上記のいずれかの措置を実施している事業所

注 平成 年 月以降の実施状況である。
項目については，複数回答である。
一時帰休・休業 ， ワークシェアリング ， 賃金カット のいずれかの措置を実施している事業

所の割合は， ％である。

第 表 民間における賃金カットの実施状況
（単位 ％）

項 目
役職段階

賃金カットを実施した事業所
賃金カットを実施した事業所に
お け る 平 均 減 額 率

岡
山
県

係 員

課 長 級

全

国

係 員

課 長 級

注 平成 年 月分の給与について，賃金カットを実施した事業所の状況である。



第 表 民間における家族手当の支給状況

扶 養 家 族 の 構 成
支 給 月 額

岡 山 県 全 国

配 偶 者 円 円

配 偶 者 と 子 人 円 円

配 偶 者 と 子 人 円 円

注 家族手当の支給につき配偶者の収入に対する制限がある事業所を対象とした。
支給月額は，家族手当が平成 年以降改定された事業所について算出した。

備考 職員の場合，扶養手当の現行支給月額は，配偶者については 円，配偶者以外については，
人につき 円である。なお，満 歳の年度初めから満 歳の年度末までの子がいる場合は，当該
子 人につき 円が加算される。

第 表 民間における住宅手当の支給状況

支 給 の 有 無
事 業 所 割 合

岡 山 県 全 国

支 給 ％ ％

非 支 給 ％ ％

借家・借間居住者に対する住宅
手当月額の最高支給額の中位階層

岡 山 県 全 国

円以上 円未満 円以上 円未満

備考 職員の場合，住居手当の現行の最高支給限度額は， 円である。



第 表 民間における特別給の支給状況

区 分
項 目

岡 山 県 全 国

平均所定内給与月額

下 半 期 （ ）

上 半 期 （ ）

特 別 給 の 支 給 額

下 半 期 （ ）

上 半 期 （ ）

特別給の支給割合

下半期（ ）

上半期（ ）

年 間 計

円 円

注 下半期とは平成 年 月から平成 年 月まで，上半期とは平成 年 月から平成 年 月までの期
間をいう。

第 表 民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況
（単位 ％）

項 目

企業規模

係 員 課 長 級

一定率（額）分 考課査定分 一定率（額）分 考課査定分

岡

山

県

規 模 計

人以上

人以上
人未満

人未満

全

国

規 模 計

人以上

人以上
人未満

人未満

円 円

月分 月分


